
 

長野県における外国人雇用状況の届出状況 

（平成 25 年 10 月末現在） 

 

 

外国人雇用状況の届出制度は、雇用対策法に基づき、外国人労働者の雇用管

理の改善や再就職支援を図ることを目的として、すべての事業主に対し、外国

人労働者（特別永住者及び在留資格「外交」・「公用」の者を除く。以下同じ。）

の雇入れ又は離職の際に、当該外国人労働者の氏名、在留資格、在留期間等に

ついて確認し、厚生労働大臣（ハローワーク）へ届け出ることを義務付けてい

るものです。 

平成 25 年 10 月末現在で長野労働局が集計した県内で外国人労働者を雇用し

ている事業所数は 2,493 事業所、雇用されている外国人労働者数は 11,420 人で、

その概要については以下のとおりです。（全国の状況については、平成 26 年 1

月 31 日厚生労働省において公表〔ホームページ URL http://www.mhlw.go.jp/〕） 

 

 

（注） 当該数値は平成 25 年 10 月末時点の事業主から提出のあった届出件数を集計したものであり、必ずしも外国

人労働者全数とは一致していない。 

 

 

 

 

◇ 外国人雇用状況の届出状況一覧 ◇ 

 

（図１）国籍別外国人労働者の割合 

（図２）在留資格別外国人労働者の割合 

（図３）安定所別外国人雇用事業所数及び外国人労働者数 

（図４）産業別外国人労働者数 

（図５）事業所規模別外国人労働者数 

 

 

長野労働局職業安定部職業対策課 



届出状況の概要 

 １ 外国人労働者を雇用している事業所及び外国人労働者の概要 

（１）平成 25 年 10 月末現在、外国人労働者を雇用している事業所数は 2,493 か所

であり、外国人労働者数は 11,420 人であった。これは平成 24 年 10 月末現在の 

  2,369 か所、11,421 人に対し、124 か所（5.2％）の増、▲1 人（▲0.01％）の減

となった。 

 

（２）このうち、労働者派遣・請負事業を行っている事業所は 206 か所、当該事業

所で就労する外国人労働者は 2,608 人であり、それぞれ事業所全体の 8.3％、外

国人労働者全体の 22.8％を占めている。 

 

２ 外国人労働者の属性 

（１）国籍別にみると、中国（香港等を含む。以下同じ。）が外国人労働者数全体の

42.0％を占め、次いで、ブラジルが 21.9％、フィリピンが 13.7％となっている。 

【図 1】 

 

 

図１ 国籍別外国人労働者の割合 

 

 



（２）在留資格別にみると、「身分に基づく在留資格（注 1）」が外国人労働者全体の 55.9％を

占め、次いで、「技能実習(注 2)」が 32.7％、「専門的・技術的分野の在留資格」が 7.2％

となっている。【図 2】 

 

図２  在留資格別外国人労働者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注 1)「身分に基づく在留資格」には、「永住者」、「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」が該当する。 

(注 2)平成 22 年 7 月に「技能実習」の在留資格が新設された。それ以前に技能実習生として雇い入れられた労働者は「特

定活動」の在留資格として届け出られていた。 

 

３ 安定所別外国人雇用事業所数・外国人労働者数 

（１）外国人雇用事業所数を安定所別にみると、佐久が 24.1％を占め、次いで、 

  松本 14.4％、諏訪 12.4％、伊那が 9.7％となっている。 

    外国人労働者数を安定所別にみると、松本と伊那が 17.2%を占め、次いで、佐久 

   14.5%、上田 12.2%、諏訪 11.9%となっている。(注 1)【図 3】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)佐久の外国人労働者数 1,658 人のうち、1,196 人は「技能実習」で、農業・林業事業所で 989 人を受け入れている。 

労働者数 事業所数 

図３ 安定所別外国人雇用事業所数及び外国人労働者数 

 



４ 産業別・事業所規模別にみた外国人労働者の就労状況 

（１）産業別に外国人労働者をみると、「製造業」が 58.6％を占め、次いで「サービス業

（他に分類されないもの）」(注 1)が 11.3％、「農業、林業」が 10.4％、「卸売業、小売業」が

4.3％、「宿泊業、飲食サービス業」が 3.3％となっている。【図 4】 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)「ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)」には、建設設計業、法律事務所、労働者派遣業、ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ業等が含まれる。 

 

（２）事業所規模別にみると「30 人未満」規模の事業所が最も多く、外国人労働者 

全体の 40.7％を占め、次いで、｢100～499 人｣が 25.5%、｢30～99 人｣が 25.3%、 

   「500 人以上」が 8.2%となっている。【図 5】 

 図５ 事業所規模別外国人労働者数 

 

 

 

図４ 産業別外国人労働者数 

 


